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に存在し、学校内での定期的な話し合いを実施しているところは、33 校中 23 校（69.7％）であったものの、教育


























































































































































　質問紙を 33 校に郵送した結果、33 校の特殊学級の
担任の方から回答を得た。回収率は、100％であり、
それらの学級に在籍する児童数は、1 年生 6 名、2 年
生 10 名、3 年生 8 名、4 年生 8 名、5 年生 6 名、6 年













































































































































　 全部ある 一部ある ない
洋式トイレ 12 21 0















　 全部ある 一部ある 無い 無記入
スロープ・踏み板 5 26 1 1
手すり 23 4 2 4

















教育課程 交流している 形態　（人） 担当（人）（複数あり） 介助（複）
（％） （人 /人中）毎時間交流 内容によ
って交流
無回答 特殊担任 交流担任 専科 TT 特殊担任 公費の
介助者
①国語 １６．７ 　７／４２ ２ ５ ２ ７ ３ １
②社会 ４０．０ １０／２５ ７ ３ ３ ９ ４ ３
③生活科 ７６．４ １３／１７ ５ ７ １ １ １０ ７ ２
④算数 １６．６ 　７／４２ ３ ３ １ ２ 　４ １ １ ２
⑤理科 ４４．０ １１／２５ ７ ４ １ 　７ ４ ４ ３
⑥音楽 ８５．７ ３６／４２ ２１ １２ ３ ５ １３ １９ １６ ３
⑦図工 ６１．９ ２６／４２ １５ 　９ ２ ７ １８ ８ ４
⑧体育 ４２．９ １８／４２ 　５ １０ ３ ４ １４ ８ ３
⑨家庭 ７０．０ 　７／１０ 　３ 　４ １ ３ ５ ２ ３
⑩総合的な学習の時間 ７２．０ １８／２５ １０ 　８ ４ １６ １ ８ ３
⑪道徳 ５７．１ ２４／４２ １８ 　４ ２ ４ １８ ８ ２
⑫クラブ ８２．４ １４／１７ １４ ６ 　１ ２ ３ ５ ２
⑬委員会 １００ １０／１０ １０ ４ 　１ １ ３ ４ ２
⑭朝の会 ６９.0 ２９／４２ ２６ 　１ ２ ７ ２３ １１ ３
⑮帰りの会 ６４．３ ２７／４２ ２４ 　１ ２ ７ ２２ １２ ２
⑯昼食 ７１．４ ３０／４２ １９ 　８ ３ １３ ３
⑰休憩 ５２．４ ２２／４２ 　９ 　８ ５ ８ １
交流するのは 10 名で、介護者がつくのは 11 名であ
った。なお 1 名は養護学校で体育の交流をしている。
「道徳」の交流は、24 名であった。その内、教科内容
によるのは 4名で、介護者がつくのは 11 名であった。
「朝の会」の交流は、29 名であった。その内、教科内




によるのは 1名で、介護者がつくのは 14 名であった。
「休憩」の交流は、22 名であった。その内、内容によ
るのは 8名で、介護者がつくのは９名であった。











































当する 5.6 年生全員が、4 年生以上の「クラブ」にも
17 名中 14 名（82.45％）が参加していた。その他、「朝
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